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航空と宇宙が連携することで、救援活動の機会をより多く提供したい

災害救援航空機統合運用システム
「D-NET2」

D-NET2のキー技術とは
さまざまな情報を統合管理し、最適な災害救援活動を提案する

 特集
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航空と宇宙が連携す
ることで、救援活動

の機会をより多く提
供したい

災害救援航空機統合
運用システム「D-NET2

」

大規模災害発生時に、全国から航空機、特にヘリコプターが集まり、
捜索や救助救援、物資・人員輸送、情報収集などを行います。阪神・淡路大震災以降改

善しつつありましたが、2011年に発生した東日本大震災では、被災地が複数県にまたがるほど広域だったこともあり、集
結した300機以上のヘリコプターの運用には課題が残りました。
JAXAは、これまでに災害救援航空機と災害対策本部などの情報共有により航空機に最適な任務を付与することを可能に
する「災害救援航空機情報共有ネットワーク（D-NET）」を開発してきました。現在はD-NETを発展させ、人工衛星や無人航
空機などからの情報を組み合わせ、より効率的な災害救援活動を可能にする災害救援航空機統合運用システム「D-NET2」
の研究開発に取り組んでいます。
今回は、航空本部の石川和敏運航システム・安全技術研究グループ長と第一衛星利用ミッション本部の戸田謙一防災利用
システム室長に、航空・宇宙それぞれの立場からD-NET2について話を聞きました。

˙D-NETで͑ݟて͖ͨ՝୊

ʕʕ D-NET͔ΒD-NET2΁、
Կ͕มΘͬͨのでしΐ͏͔。

ੴ઒　D-NETは、େن໛
災害がൃੜしたࡍにू
݁する਺ଟ͘のϔϦίϓ
ターのҐஔ৘ใ΍ϔϦί
ϓター͔ΒૹΒΕる
৘ใなどをݩに、
ϔϦίϓターを
ޮ཰ྑ҆͘શ
に運用する
たΊの࠷ద

なඈܦߦ࿏΍スέδϡーϧをߏஙしఏҊする
ものです。͜ Εまでに、災害救援ϔϦίϓター΍
υクターϔϦに౥ࡌするD-NETの技術をͬ࢖
たಈଶ؅ཧシステムがい͘つ͔੡඼Խ͞Εͯ
いる΄͔、201�年̐月には૯຿লফ๷ிが、શ
のফ๷๷災ϔϦίϓターを؅ཧするシステࠃ
ムに、D-NETの技術を࠾用しͯいただ͖まし
た。D-NETにରԠするফ๷๷災ϔϦίϓターが
ঃʑに૿͑ͯい͚͹、D-NETをར用したよΓޮ
Ռతな活ಈがՄೳになるでしΐ͏。
ɹD-NETのڀݚ։ൃのաఔで、࣮ にར用͞ࡍ
ΕるΤンυϢーザーのํʑにD-NETの࢖いউ
ख΍機ೳ、ੑ ೳなどをධՁしͯいただ͖まし
た。ͦ のதで、ϔϦίϓター͔ΒૹΒΕる画像
などの৘ใだ͚でな͘、ؾ৅৘ใ΍஍্のඃ災

ঢ়گなどのよ͏によΓ޿いൣғをΧόーする
৘ใを૊Έ合わせΕ͹、航空機などをもͬͱޮ
཰తに運航で͖るのではない͔ͱい͏Ξイデ
Ξがग़͖ͯました。ͦ ͜で
D-NET2では、人工衛
星΍ແ人航空機など
͞ま͟まな৘ใ͔ݯ
Βの৘ใをऔΓࠐΊ
るよ͏にൃల͞せͯ
います。また、災害に
͓͚る救ॿɾ救援は
がؒ࣌ॳの72࠷
ॏཁͱݴわΕ
ͯいますが、
D-NET2の

地球を観測する「だいち2号」（イメージ図）
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表紙写真
災害救援航空機統合運用システム（D-NET2）では、人工衛星などによる観測データも活用します。表紙は陸域観測技術衛星「だいち」が観測した
日本列島のモザイク画像（日付違いのデータをつなぎ合わせた画像）です。（センサー名：AVNIR-2、観測日：2006年5月27日～2007年10月5日）

人工衛星や無人航空機などとの連携で、
より効率的な災害救援活動を可能にーー。
今号は災害救援航空機統合運用システム

「D-NET2」について紹介します。
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上からは行きにくい場所や航空機では全体を
見ることができない場所の状況把握には有利
です。また、「だいち２号」に搭載されている合
成開口レーダー（PALSAR-2）は、雲や火山の
噴煙などを透過して地表を撮影できますし、
夜でも撮影が可能です。一方、ある場所の状況
をピンポイントで詳しく見たいという場合に
は、今の衛星の能力では難しいところがあり
ます。また、被災地の上空付近の軌道を衛星が
通る時だけしか撮影できません。
　D-NET2のシステムでJAXAの人工衛星と
航空の技術を組み合わせうまく連携させるこ
とができれば、災害現場の方々へこれまでに
ない新しいソリューションを提示できるので
はないかと考えています。衛星情報の利用を
推進する立場にとって、D-NET2は非常にあ
りがたいシステムです。

■５年後に現場で使えるシステム
を目指す

―― D-NET2の研究開発は、現在どこまで
進んでいますか。

石川　2014年８月30日に内閣府主催で「平
成26年広域医療搬送訓練」が実施されまし

た。この訓練は、南海トラフ
地震により大分県、宮崎県、
鹿児島県に津波が押し寄せ
甚大な被害が発生したとい
う想定で行われた医療搬送
に関する総合的な実働訓練
です。私たちは東京都立川
市のDMAT（災害派遣医療
チーム）事務局や宮崎県に
設置された災害対策本部に
D-NET2の端末を持ち込み、その有効性を評
価していただきました。
　今後、様々な機会を通じて実際にD-NET2
を利用する災害現場の人達の声を吸い上げ、
D-NET2のシステムをどんどん良いものにし
ていき、５年後には製品として形にすること
を目指しています。

戸田　8月30日の訓練では、一部の区域が浸
水していると判定されるよう過去の衛星デー
タを加工しておいて、自動的にその模擬デー
タをD-NETデータ仕様に変換し、D-NET2へ
提供しました。今回の訓練は、衛星データが活
用できることを示す良いデモンストレーショ
ンになりました。
　将来的には、災害対策本部から撮影場所の

希望を受け付け、それにしたがって衛星の観
測計画に反映できるような、双方向のイン
ターフェースを実現していきたいです。

―― 地球観測衛星の観測以外で航空と宇宙
で連携する構想はありますか。

戸田　東日本大震災では、地上の通信網も大
きなダメージを受けました。JAXAは震災直
後に超高速インターネット衛星「きずな」と技
術試験衛星Ⅷ型「きく8号」を使って、被災地
に通信環境を構築しました。震災後、JAXAは
自治体などと協定を結んで、災害時には「きず
な」を使って回線を提供する実証実験を進め
ています。大きな災害が発生した場合には、衛
星との通信に必要なアンテナの輸送にJAXA
の航空機を使う検討も行っています。

―― 今後D-NET2をどのようにしていきた
いと考えていますか。

石川　航空と宇宙が連携して、さまざまな情
報を組み合わせることで、効率良く災害救援
をできるようにし、減災、救命ができるように
したいと思っています。

戸田　宇宙と航空の連携をさらに深めて、
D-NET2をより良いシステムにし、災害対応
や救助救難活動を行う現場の方々にJAXAの
情報を活用してもらいたいですね。

災害救援航空機統合運用システム「D-NET2」

システムを活用することで、発災後72時間以内
に被害状況がわからない情報の空白地帯を無く
し、現在の手法やシステムでは情報がないために
緊急性が高くても救援できないという事例を3分
の1にまで減らせることを目標に開発しています。

―― 災害対策に人工衛星はこれまでどのよ
うに活用されてきたのでしょうか。

戸田　私たちは、さまざまな地球観測衛星を
運用しています。例えば、陸地の状態を観測す
る衛星としては、2011年5月まで運用していた
陸域観測技術衛星「だいち」や、「だいち」の後継
で、2014年5月に打ち上げた陸域観測技術衛
星2号「だいち2号」があります。災害が発生した
時には、被災地の状態を上空から撮影し、その
画像データを迅速に中央省庁や地方自治体へ
提供できるよう、専用のウェブサイトを開設す
るなど環境を整えてきました。被災現場などで
容易に状況を把握できるよう、被災後に撮影し
た画像だけでなく被災前に撮影した画像も送
り、被害の場所や範囲などの付加価値を付けて
提供することもあります。
　2011年3月に発生した東日本大震災では、
「だいち」の観測によって土砂災害の有無や
津波による浸水の状況などが把握できる画
像を関係機関へ提供しました。最近では、気
象庁や火山噴火予知連絡会から依頼を受け
て、「だいち2号」で御嶽山の観測を行い、新し
い噴火口の場所や火山灰の広がった範囲、火
山活動に伴った地形の変化などの情報を提

供し、噴火の観測や
評価に利用して
いただいてい
ます。

■宇宙と航空を組み合わせて
新たなソリューションを提供

―― D-NET2では人工衛星や航空機からの
情報をどのように活用するのでしょうか。

石川　人工衛星は、非常に広いエリアの観測
が可能であるうえ、過去に観測したデータも
蓄積していますから、災害発生後の地形の変
化や浸水の状況を容易に把握することが可能
です。また、長時間滞空が可能な無人航空機
が実現すれば、より詳細な被災状況も観測で
きるようになるでしょう。このような被災地
の情報をD-NET2に取り込むことで、救助・救
援の運用計画が立てやすく
なります。また、詳細な地形
データが得られれば、低空
を飛行するヘリコプターに
とって衝突の危険がある障
害物の回避や、地形によっ
て発生する風（地形風）の予
測も可能になると考えてい
ます。

戸田　これまで、災害に関

連する中央省庁や地方自治体に対しては、災
害全体を俯瞰的に把握していただけるような
データを画像として提供し、災害対策本部な
どで状況把握や計画立案などに利用されてき
ました。それも重要ですが、衛星を運用する立
場としては、実際に災害現場に入って救助活
動される消防隊員や自衛隊員、医療関係者の
方々にも衛星の情報を届けることが課題の一
つでした。D-NET2ならば衛星からの画像を
見て情報収集するべき場所に向かうなど現場
の方々にも衛星データを活用いただけるだろ
うと期待しています。
　情報の収集は、衛星だけでも航空機だけで
もだめで、両方が必要です。例えば衛星は、地

災害救援航空機統合運用システム（D-NET2）のシステム構成

「だいち2号」が撮影した御嶽山山頂付近の様子。噴火前（右）と噴火後（左）を比較す
ると噴火前には存在しなかった窪地（黄色で囲まれた部分）が出現している。

D-NET対応端末を搭載し
た神戸市消防防災ヘリ（左）

広域医療搬送訓練中のDMAT
事務局において、D-NET2の
検証を行う様子（下）
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 さまざまな情報を統合管理し、最適な災害救援活動を提案する　

D-NET2の
キー技術とは

の指示や手配が可能になるシステムを想定して
います。D-NET2はD-NETを置き換えるシステ
ムではなく、利用するユーザー、対象とするユー
ザーをより広げたシステムなのです。

■空から宇宙から地上から、
情報を集めて救助に活用する

　D-NET2は、航空機や人工衛星などが集めた
情報のほか、自治体が作成したハザードマップ
をはじめとする災害時の被害を事前に想定した
情報などを統合して管理する「情報統合サブシ
ステム」、集められた情報を元にして、情報収集
や救助・救援、物資輸送などが必要な場所を予測
し、どの部隊にどのような任務を付与すれば効
率的に救援・救助が行えるかといった最適な計
画を立案して提示する「最適運航管理サブシス
テム」、そして任務を与えられた災害救援航空機
の活動を支援する「任務支援サブシステム」で構
成されます。

例えば、陸域観測技術衛星「だいち２号」が
宇宙から撮影した被災地域の観測データから、
土砂崩れや、洪水や津波による浸水などの被
害を受けた地域のデータを入手します。その
観測データに、医療機関の稼働状況など災害
医療に関わる情報を共有する広域災害救急医
療情報システム（EMIS: Emergency Medical 
Information System）からの情報を重ね合わせ
ると、たとえそれぞれの病院からの救援要請が
災害対策本部に送られていない状況であって
も、浸水した病院や救助が必要な病院、あるいは
被災者の受け入れが可能な病院など
の状況が一目でわかるように表示す
ることができます。また、浸水した
地域にある病院から状況連絡が

D-NET2のキー技術とは

■「待ち」から「攻め」のシステムへ

JAXAは、大規模な災害が発生した際に、救
助・救援活動のために集まった消防防災ヘリコ
プターなどの航空機と、現地の災害対策本部と
の間でリアルタイムの情報共有を実現する、「災
害救援航空機情報共有ネットワーク（D-NET）」
を研究開発しています。D-NETを活用すること
で、航空機の無駄な待機時間を減らし、また航空
機同士が異常接近する確率を低くして、より効
率的で安全な災害救援活動を可能にすることを
目指しています。
従来の災害対応では、航空機と災害対策本部
間の連絡は主に音声通話で行われ、航空機から
の報告は災害対策本部のホワイトボードなどに
手書きで書き込まれる形で共有されてきました。
この手法では、大規模災害が発生した場合は、多

数の航空機が被災地に
集結することによっ
て、より多くの情報を
扱うことになるため、
効率的な救助活動が
難しくなります。

D-NETは、機
体と地上の

間で共有すべきデータの内容を“D-NETデータ
仕様”として標準化することにより、機体および
地上で使用する機器の種類に関係なく、スムー
ズな情報共有を可能にすることを目的の一つ
としています。現在、ドクターヘリや消防防災ヘ
リコプターなどで、D-NETデータ仕様に対応し
た製品が利用されつつあります。
しかし、災害対応を安全かつ効率的に実施す
るうえで、未だに残された課題もあります。その
課題の一つが広域災害への対応です。東日本大
震災のような広域かつ複数の災害が同時に発生
する大規模災害では、どこに救助を求める人達
がいるのかといった情報を集め、かつ災害対策
本部に迅速かつ十分に伝えることが極めて難し
いケースもありました。被災地全体の情報収集
が遅れると、救助活動の開始が遅れる地域が生
じるなどの問題も発生します。
「D-NETは救助を求める人からの情報がなけ
れば救援活動が行えないなど、どちらかといえば
“待ち”のシステムです。それに対してD-NET2で
は、救援活動を検討する災害対策本部に十分な
情報がなくても、救助が必要な地点の予測など
を行って救援活動を行う、いわば“攻め”のシステ
ムを目指しています」と、D-NET2の研究開発で
最適運航管理サブシステムを担当するアンドレ

エバ森アドリアナ研究員はD-NETとD-NET2の
違いについて説明します。
　このような最適な“攻め”の判断を行うために
は、様々な情報を収集し、統合的に管理をしてお
く必要があります。D-NETでは、災害救援航空機
の位置情報や情報収集任務を行っている航空
機などによって集められた情報の統合化を図る
ことで、無駄な待機時間の削減や航空機同士が
異常接近する確率を低減するという目標をクリ
アしました。一方D-NET2は、有人の航空機だけ
でなく、有人では危険な空域でも飛行可能な無
人の航空機や、広域の情報を取得可能な人工衛
星など航空機・宇宙機をはじめとして、災害対応
に利用できる多角的な情報を一元的に扱うこと
を想定しています。
　D-NETは災害に近い現場で利用するこ
とを中心に研究開発したシステムでしたが、
D-NET2はより広い範囲やより多くの災害救援
システムの運用を俯瞰的に見なければならない
広域の災害対策本部において、最適な救援活動

運航システム・安全技術研究グループ
防災・運航管理技術セクション セクションリーダー

小林啓二

運航システム・安全技術研究グループ
防災・運航管理技術セクション 主任研究員

真道雅人

QOL（Quality of Life）とは、一般的に生活の質や暮らしやすさを示す指標です。医療分
野においては、患者の生活を測る尺度として使われており、病気が進行する、あるいは負傷
するなど、健康上の問題が大きくなると「QOLが低下した」などと表現されます。D-NET2
では、QOLを災害時の救助活動に応用し、救助の必要性や状況を数値化したもので、例え
ば状況不明の状態を「QOL=1」、生命維持が困難な危険な状態を「QOL=2」というようにレ
ベル分けして、それぞれの段階に適した対応行動を提案します。
JAXAは、発災72時間以内において、D-NET2を活用して航空宇宙機器をより効率的か

つ安全に運用することにより、従来の救援活動と比べて「QOL=3（生命維持の確保）」を達
成できないケースを３分の１に抑えることを目指します。

災害時におけるQOLレベルとそれに対応した行動

東日本大震災におけ
るQOL分布の時間変
化（JAXA独自調査結
果に基づく評価）

D-NET2情報統合サブシステム メイン画面例。
水色の部分は、津波による浸水域を示し、「だいち2
号」の観測データを活用する想定になっている。

QOL
とは?
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なければ、それは何らかの理由で孤立しており救
助が必要だろうという予測が可能になります。さ
らに、EMISや他の情報元からも、まったく情報
が得られていない地域に対しては、情報収集機
能を持ったヘリコプターや無人航空機を重点的
に割り当てて情報収集することで、情報と予測
の精度を上げていくことも可能になります。　
　「D-NET2は、情報源が人工衛星からだとか航
空機からだとかは関係なく、役に立つ情報であ
れば何でも取り込み、情報を整理して表示させ
ます」と、D-NET2の情報統合サブシステムを担
当する真道雅人主任研究員は語ります。気象衛
星から送られる気象データや電力会社が把握し
ている電力消費量、地上を走っている救急車や
消防車などの災害対応車両の位置情報・走行履
歴などの情報も、D-NET2の画面に重ね合わせ
て表示させることも検討しています。直接的な災
害情報ではない情報も、分析して表示すること
で、さまざまな被害状況を推測ができるようにな
ります。
　またD-NET2は、これまでの“D-NETデータ
仕様”を拡張することで、「だいち2号」のような
人工衛星が撮影した観測データも扱えるよう
にしました。「衛星データを入手するだけでなく、
D-NET2から衛星側へ、撮影して欲しい場所を
依頼できるような仕組みも検討しています」と真
道研究員は語ります。

■QOLで優先順位を判断する

災害時における救命活動では発災後72時間
が重要と言われています。しかし、ヘリコプター
や車両などのリソース（資源）が限られる中で、
72時間以内により多くの人命を救助するために
は、情報収集や救助活動に優先順位をつけてリ
ソースを効率的に振り分けなければなりません。
D-NET2では優先順位の判断にあたり、QOL
（7ページ参照）という概念を導入しています。
D-NET2の表示画面では、縦横メッシュ状に区
分した地域をQOLのレベルに合わせて色分けし
て表示することで、各地域の状況を容易に確認

できるようになっています。QOLが低く危険度
が高い場所は優先度を高くして、D-NET2は災
害対策本部のユーザーにその場所に対する活動
を提案します。例えば、情報がなく状況を確認で
きない地域のQOLは低く（QOL=1と）設定され、
その地域に対しては早急に情報を収集する必要
があることを地図情報上に表示して、早期の情
報収集活動を実現する災害救援航空機の運用
を提案します。
このようにD-NET2では、QOLが優先度を決
定する重要な指標となっています。アンドレエバ
森研究員は、「QOLは人口密度や地形なども考慮
して設定されますから、一人を助ければQOLが
一つ上がる訳ではありません。今後は、QOLレベ
ルをどのように設定するのか、という判断方法も
大きな研究課題です」とQOLの課題について説
明します。
　D-NET2は、大量の情報の中から最適な組み
合わせを割り出し、救助・救援活動などの計画を
提示しますが、最終的な判断は、災害対策本部の
ユーザーが行うことになります。D-NET2は、災
害対応においてさまざまな判断を行うための支
援ツールと言えるでしょう。

■JAXAが持つ航空宇宙技術を
災害現場に活かす

　2014年8月30日に行われた内閣府の広域医療
搬送訓練では、宮崎県庁内に設置された県災害対
策本部、そして東京都立川市にあるDMAT（災害

派遣医療チーム）事務局に、D-NET2の端末を設
置して実証実験を行いました。その際、D-NET2の
機能を体感したDMAT隊員や自治体の危機管理
対応者から、さまざまなコメントをもらいました。
実際に大規模な災害を想定した訓練は貴重な機
会であり、今後もこうした災害訓練に参加して評
価を受けることで、D-NET2を実際の災害現場で
“使える”システムにブラッシュアップしていく必
要があります。そのためには、さまざまな意見を反
映し取り込んでいくこともあります。
　例えば、ある地点を指定する場合、緯度経度を
使って表すのが一般的と思われるかもしれませ
んが、災害の現場などではUTM座標グリッドとい
うエリアごとに番号を振った座標系を使用した
方が伝わりやすい場合もあるため、D-NET2に地
図表示を切り替えることができる機能を組み込
みました。D-NET2では、こうしたユーザーのニー
ズも積極的に取り込んでいます。
　大量の情報、いわゆるビッグデータには、デー
タの量が増えることによってより的確な判断を
下すことが可能になるというメリットがありま
す。しかし、その一方で高い処理能力を持ったシ
ステムを構築しなければなりませんし、余計な
ノイズ（不正確なデータ）も多くなるというデメ
リットもあります。その結果、システムを利用す
るユーザー（人間）を混乱させては意味がありま
せん。D-NET2では、大量のデータを整理・統合
し、機体および地上におけるユーザーが理解し
やすく表示する工夫もされています。集められ
た情報はレイヤー（階層）として画面に表示され
るので、必要な情報だけを選択して表示させる
ことも可能です。またD-NET2の機上システム
では、全国から集結した航空機が慣れない土地
で安全に飛行できるように、衝突する恐れのあ
る鉄塔や送電線などや災害によって倒壊した建
築物など新たな障害物の情報を共有する技術、
悪天候や夜間でもヘリコプターを飛行できるよ
うにする技術など、与えられた任務をより安全

に実行できるような任務支援サブシステステムの研
究も進められています。

■将来を見据えながら、
一日でも早く実現させたい

　災害現場では、消防防災ヘリコプターやドク
ターヘリをはじめ、警察、自衛隊、さらには報道機
関など、様々な航空機が飛行します。より多くの
機関間で情報共有を行うことが、さらなる効率の
良い災害救援活動に繋がります。D-NETから長
年に渡り中心的役割を果たしてきた小林啓二セ
クションリーダーは、「さまざまな機関に出向い
て、D-NETやD-NET2に関するプレゼンテーショ
ンを行っています。最近、災害の被害を最小限に
抑えるための技術として、このようなシステムへ
の期待は高まっていると感じます」と語ります。
　さらにさまざまな機関がD-NETやD-NET2
との情報共有を容易に行えるよう、例えば既に
情報共有システムを持っている機関とはデー
タ交換できるインターフェースを研究開発した
り、共有できる情報は限られますが、災害時の
みに機内に持ち込めるタブレットのような携帯
端末を搭載機器メーカーと共同で開発したり
しています。
　「人工衛星も有人の航空機も無人航空機も、
JAXAの航空から宇宙まである技術力を結集すれ
ば、防災や減災、災害対策に役立つ技術を作り上
げることができますし、社会からJAXAへ求められ
ていることだと思います。D-NET2の先も見据えつ
つ、今できることを少しでも早く実現させることが
目標です」と小林セクションリーダーは、D-NET2開
発への意気込みを語ってくれました。
　D-NET2のような災害対策システムは、日
本だけでなく海外の災害の多い
地域でも多くの人命を救うこ
とができるかもしれません。
D-NET、D-NET2がさまざま
な災害現場で使われるよう、
今後も研究開発を進
めていきます。

D-NETおよびD-NET2で情報共有を行うためには、D-NETに対応した端末を航空機に
搭載する必要があります。対応機器は、アンテナを含む通信用機器と入力／表示装置
から構成されていますが、情報共有という目的は同じでも、航空機自体の能力や目的と
する任務、求めるニーズ、そしてかけられるコストは千差万別です。JAXAではD-NET
対応の航空機を増やすべく、メーカーと協力して搭載端末の開発を行っています。現
在、D-NET対応端末には、３つのバリエーションがあります。在、

広がるD-NET対応航空機搭載端末D-NET2のキー技術とは

対応では、できるだけ多くの情報を収集・集災害対
約することも必要ですが、災害対応を行う機関の約する
ズにあわせてシステムを構成できるような柔ニーズ
性と、集めた情報を整理し分かりやすく提示す軟性
ることも重要です。D-NET2の端末は、使う人のるこ
ーズに合わせて進化し続けます。ニー運航システム・安全技術研究グループ

防災・運航管理技術セクション 研究員

アンドレエバ森
アドリアナ

広域医療搬送訓練において宮崎県庁内に設置され
た災害対策本部でD-NET2を検証している様子。

ドクターヘリに完全持ち
込み型D-NET端末を持ち
込み、検証を行った。

完全全持ち込み型

衛星星通信機器と情報表示機器の
両方方を、必要な時に持ち込んで
利用用する。使用条件や共有でき
る情情報は限られるが、導入コスト
は安安価に抑えられる。
平平時は他機関との情報共有を実
施施しない機関などでの利用を想
定定している。

一部修理改造型　　　　　　　　一部修　　　　　

いる航空機に、入力通信装置が搭載されている航空
用する／表示装置を持ち込んで接続して使用する

タイプの端末。パイロットとは別のクルーが
操作することを想定している。すでに衛星通
信機器搭載のための、修理改造検査が済ん
でいる機体に適用することを想定している。

　　　　　　　　　　　　　完全修理改造型　　

航空機を改造して 衛航空機を改造して、衛星通信機器と入力
／表示装置を航空機に固定したタイプの
端末。改修・改造にコストがかかり、改修後
の修理改造検査（航空法が定める改修後
の耐空性を証明する検査）も必要となる
が、パイロットも含め機体搭乗者が多くの
情報情報を送受信できる。主に消防防災ヘリコ
プターで使用されている。されている

D-NET機上ディスプレイ
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が高まるだろうと予測しました。アジアやアフ
リカなど新興国が多い地域を中心に、地方空港
同士を結びつける路線のニーズが高まること
で、その市場は大きくなります。リージョナル
ジェット市場では、今のところ有力な海外メー
カーが2社ありますが、私たちが参入しても十
分に戦える市場だと考えています。
　また、50年ぶりの全機開発ですから、マーケ
ティングや技術力などいろいろな観点から、座
席数の多い大きな航空機よりも、まずは身の丈
にあった開発規模の方が、適しているだろうと
判断しました。

―― MRJの開発は日本の航空産業に対して
どのような影響があるとお考えですか。

　私たちは、さまざまな部品・装備品を集めて
一つの旅客機を仕上げる、いわゆるインテグ
レート（統合）を行う企業です。日本ではYS-11
以来、旅客機丸ごとをインテグレートした経験
がないため、私たちが先頭になって業界を切り
拓いている状態です。これまでの一部品のみを
製造する場合とは違い、航空機を、しかも1機で
はなく実際に運航される量産機を、世に出せる
物にしなければなりません。型式証明※1につい
ても、この50年の間に世の中の技術や法律な
ど変わっていますので、それに合わせていくこ
ともこれまでになかったことです。こうした経
験を経てインテグレーション技術が培われ、そ
の積み重ねがやがて日本の航空機産業の底力
になっていくのではないかと考えています。
　またMRJの装備品は、現在のところは海外
製が多くを占めていますが、MRJをきっかけに
して日本のパートナーも育っていくでしょう。
航空機部品の点数は自動車の100倍と言われ
ていますから、日本経済への波及効果は大きい
と思います。

―― JAXAとはどのような
協力・連携をされたのでしょうか。

MRJ開発の初期段階から、さま
ざまな連携をさせていただいています。例えば
機体の形状を決める空力設計において、CFD
（流体数値シミュレーション）や風洞実験で協
力していただき、その結果はMRJの形状に反映
されて燃費の向上につながっています。空力設
計では機体先端のノーズ部分や翼の付け根な
ど、構造設計では胴体形状や座席などの実験
や解析で連携しました。その他にも、安全に操
縦できるコックピットのデザインやパイロッ
トのヒューマンエラーを防止する技術なども
共同で研究を行いました。現在は、型式証明の
ための強度試験などでJAXAの設備を使わせ
ていただいていますし、2015年に予定してい
る飛行試験に向け、試験用の計測装置や取得
データを地上へ送信するテレメーターなどの
試験技術についても、一緒に研究を行っていま
す。

―― MRJの次に来る航空機については、
何か考えられていますか。

議論はしていますが、今はまずこのMRJを完
成させることが第一です。ただしMRJのファミ
リーとして、MRJの胴体を伸ばして、座席数を
90席から100席に増やした「100X」と呼んで
いる機種を検討しています。もちろん機体の全
長が長くなれば、機体中央部に新たな脱出ドア
を追加する必要があるほか、機体強度など新た
にクリアしなければならない課題が出てくる
でしょう。

―― 今後JAXAに期待することは何ですか。

　JAXAには、10年先に使われる技術、産業
に近い実用的な技術の研究を行ってほしいと
思っています。現在JAXAが進めている、航空
機の機体から発する騒音を低減するFQUROH
※2や、乱気流を検知するSafeAvio※3、炭素繊維
複合材料に適した新しい構造技術など、ぜひ
一緒に連携していきたいと考えています。また
JAXAは研究機関ですから、50年先、100年先
を見据えた先進的な尖った研究も並行して進
めていただきたいと思っています。
　さらに、私たちも利用させていただいている既
存の風洞などの試験設備のさらなる充実もお願
いしたいところですが、航空装備品用の環境槽
などの試験設備の導入も検討していただきたい
です。実は現在、日本の装備品メーカーは、装備
品の認証を受けるためにわざわざ海外の設備を
使うなど、海外メーカーと比べて時間的にもコス
ト的にも負担になっています。そこで、JAXAに
装備品のための試験設備や認証のための評価・
試験技術があり、そこをパスすれば国の認証が
取れるという仕組みができれば、海外メーカーと
勝負する私たちや日本の装備品メーカーにとっ
て大きなメリットになります。
　日本の航空機産業発展のため、今後もJAXA
と共に歩んでいきたいと思っています。

YS-11以来およそ50年ぶりとなる国産旅客機として注目を集める「MRJ」。
国内外からの期待が高まる中、行われたロールアウトはさまざまなメディア
に取り上げられました。今回、活気づく三菱航空機株式会社を訪ねて技術本部
の佐倉潔副本部長に、今の率直な気持ちや今後の展望などについてお話を伺
いました。

―― 今年10月、MRJがついにロールアウトさ
れました。今のお気持ちはいかがでしょうか。

完成した機体をお披露目するロールアウト
という大きなイベントが無事に終わり、とても
多くの方々にMRJを前向きに捉えていただい
たことを非常に喜ばしく思っております。ロー
ルアウトの式典で、組み上がった機体がハン
ガーに入って来た時には、涙が出そうになりま
した。旅客機開発の経験が乏しく、苦労して開
発してきた中、自分たちが設計した機体の実物
を目の前にできたことは、開発に携わった技術
者にとって非常に大きな一歩だと思います。
しかし、喜んでばかりはいられません。ロー
ルアウトは一つの通過点でしかなく、まだ操
縦系統や電気系統などの機能確認やその後の
飛行試験など、やるべきことがたくさんあり、
MRJの開発はこれからが佳境と言えます。今回

のロールアウトを終えて、MRJの完成までしっ
かりとやっていこうと、関係者一同、決意を新
たにしたところです。

―― MRJのエアラインからの評判はいか
がですか。

おかげさまでMRJは、2014年11月の時点
で、6社から407機の受注をいただいていま
す。182機だったYS-11の総生産数をこえたと
いうことを誇りに思う反面、プレッシャーも感
じています。
MRJは、エアラインへ「高い信頼性と優れた
運航経済性」を、乗客には「快適な客室」、そして
環境へは「優れた燃費と低騒音・低排出ガス」
を提供することをビジョンに掲げています。こ
の中でも、航空機を運航して採算
を取らなくてはなら

ないエアラインにとって、特に優れた経済性と
環境性能を評価していただいたことが、400機
をこえる受注につながっていると思います。
　さらに旅客機には、時間通りに運航できるこ
とや、パイロットの操縦しやすさなど、トータル
の性能も求められます。MRJには、最新の炭素
繊維複合材料を採用したり、最新のアビオニク
スでパイロットの操縦性を高めたり、シートの
横幅を広くとって乗客の座り心地にこだわっ
たりなど、数多くの新技術を導入することで、総
合的な性能を向上させています。また、YS-11
で課題と言われた納入後のカスタマーサポー
ト体制についても注力しており、その結果MRJ
がビジネスソリューションとしてエアラインの
皆様に認められたのだと思います。

―― なぜリージョナルジェッ
トという分野を選択されたの
でしょうか。

　私たちの会社は2008年設立
ですが、それ以前からフィジビ
リティスタディ（実用化検討）を
行ってきました。その中で、今後
航空需要が伸びる中でも特に
リージョナルジェットと呼ばれ
る100席以下の航空機の需要

ついにロールアウトした
国産旅客機MRJ
世界が注目する初飛行に向けて、決意を新たに

JAXA航空本部へのメッセージ

（三菱航空機株式会社提供）

MRJロールアウト式典の様子
（三菱航空機株式会社提供）

※1　航空機の設計が安全性などの基準に適合していることの証明。日本では国土交通省が発行する。
※2　高揚力装置や降着装置の騒音低減技術の実証を行うプロジェクト。Flight Path No.1を参照。
※3　レーザー光の散乱で気流の動きを検知するドップラーライダーを使って、航空機前方の乱気流を察知し対応する安

全技術。Flight Path No.3を参照。

三菱航空機株式会社
技術本部副本部長　佐倉潔氏インタビュー
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日本国内における航空行政は、国土交通省の所掌です。JAXAは、その前身であるNAL（航空宇宙技術研究
所）の時代から、我が国の航空科学技術分野における中核研究機関として、その研究成果や保有する専門技
術、知見などを国土交通省に提供することで航空行政に貢献し続けてきました。JAXAが現在どのように国
土交通省と連携しているのかをご紹介します。

国際基準策定にJAXAの知見を活かす

　国連の専門機関であるICAO（国際民間航空機関）における民
間機に関する国際的な基準策定作業には、日本の代表として国
土交通省航空局（以下、航空局）が参加しており、JAXAをはじめ
とする研究機関や航空関連企業などは専門的な知識を提供する
アドバイザー的な役割を果たしています。
　ICAOには、議論する分野ごとに委員会やワーキンググループ
などが設置されています。委員会の一つであるCAEP（航空環境
保全委員会）では、航空機の排出ガスや騒音などの環境問題に
ついて議論し、技術や評価基準について検討が行われています。
JAXAはCAEPに2001年から参加しており、さらにCAEPの中
でソニックブームの基準策定や航空エンジンの排出ガス（NOx、
PM、CO2等）の規制案を検討するワーキンググループでは、これ
までにJAXAが積み上げてきた研究成果やデータが取り入れら
れようとしています。
　また、無人航空機の運用ルールなどの検討が行うRPASP（遠
隔操縦航空機システムパネル）では、航空局からの要望によって
JAXAの研究者も2012年から前身であるUASSG（無人航空機
システムスタディグループ）に参加するようになりました。この
委員会で策定中の無人航空機システムのマニュアルには、JAXA
研究員の提言が多く含まれています。

航空機の安全な運航のために

ことであり、検査方法も各種の先進技術に適用できるものに見
直さなければなりません。JAXAは、航空局に対して、それらの新
技術に適用する安全性審査手法や基準を確立するための根拠と
なる技術資料とデータを提出しています。さらに旅客機が運航を
開始した後、耐空性を維持するためには整備要件を適切に定め
る必要がありますが、JAXAは整備要件の内容を審査する航空局
整備方式審査会に技術アドバイザーとして参加するなどの協力
を行っています。
　航空機に関わる事故や重大インシデント（事故が発生するお
それがあると認められる事態）が発生した場合、国土交通省の外
局である「運輸安全委員会」が事故等の原因や発生した被害の原
因についての調査を行います。JAXAは、発生した事故等の内容
に応じて、JAXAの研究者が専門委員として調査に参加したり、
関係物件の分析や飛行解析・構造解析など、さまざまな形で調査
への協力を行っています。2008年10月１日には、運輸安全委員
会とJAXAの間で包括的な協力に関する協定を結び、スムーズに
協力できる体制を整えています。
　さらに、JAXAでは、国土交通省が中心となって推進してい
る将来の航空交通システムに関する長期ビジョン「CARATS」
の実現化の一翼を担い、次世代運航システムを研究開発する
DREAMSプロジェクトを進めています。DREAMSでは、「気象
情報技術」「低騒音運航技術」「高精度衛星航法技術」「飛行軌道制
御技術」そして「防災・小型機運航技術」といったCARATSロード
マップの中で、特にJAXAの技術で貢献できる分野について研究

日本の航空行政に貢
献する

JAXAの取り組み

（背（背景背景景画像画像：成成田国際空際空港空港株港株式株式会式会社会社社提供提供）供） 13

飛行中の状態を地上で模擬できる風洞では、計測する
模型を空中に固定するための支持装置が必要になり
ますが、その支持装置自体が計測結果に大きな影響を
与えてしまいます。JAXAではCFD（流体数値シミュ

影響をレーション）と組み合わせて、計算によりその影響を
取り除くDAHWIN（デジタル/アナログ・ハイブリッド
風洞風洞）を研究開発していますが、一方で支持装置が全風洞

実際の飛行実際の飛行状態により近づけた「磁力支持風くなくくなく、実際の飛行
て成功していますて成功しています洞」の実用化に、世界で初めて成功世界で初めて成功しています。

世界初の実用的な「磁力支持風洞」

風洞に設置する模型を磁力で支持して、風
洞内の状態をより飛行中の状態に近づけよ
うとするアイデアは古くからあり、世界各国
で研究が行われていました。JAXAでは1986
年から基礎研究を始め、2000年に世界で初
めて風洞用の磁力支持天秤装置（Magnetic 
Suspension and Balance System）の実用化
に成功し、測定部が高さ0.6m×幅0.6mの磁力
支持風洞として運用しています。

　磁力支持風
洞の仕組みはシ
ンプルです。模
型を配置する計
測部分の上下
左右前後に配置
された電磁石コ
イルに通電する

と、それぞれの電磁石に磁場が生まれます。一
方、風洞内に配置する模型の内部には永久磁
石（ネオジム磁石）が入っており、模型を磁力支
持装置の中に置くと、磁力の反発によって模型
が空中に静止した状態になります。
装置内に置かれた模型は、上下・左右方向から
2台のカメラで撮影されており、風洞に流れる風
によって模型が動くと画像の変化で移動量が計

測できます。その移動量に
応じて電磁石の磁力を加減
し、模型を元の位置に戻す
という制御を繰り返し行
うことで、姿勢を維持
します。この時に起
きる電磁石の磁
力変動を計測

することで、模型が受ける力を知ることができま
す。すなわち、磁石と電気が通常の風洞における
天秤の役割を果たしているのです。

普通の風洞にはできない
「磁力支持風洞」の実験

　球形や円柱形などの単純な形状の空力計測
も、支持装置のない磁力支持風洞の得意分野
です。単純な形の流れを計測することで、空気
力学の基本的なメカニズムの理解につなげる
とともに、CFDでの解析結果の検証にも利用
できます。
　また、計測中に模型の姿勢を自由に変えるこ
とができることも、磁力支持風洞の特徴のひと
つです。普通の風洞でも支持装置で模型を動か
すことは可能ですが、磁力支持風洞では電磁石
の磁力をコントロールすることで、風洞に風が
流れている間でも空中の模型を自由に動かす
ことも容易に行えます。
　「上下あるいは左右方向に一定周期で振動
させるような運動状態や角度を変えて航空機
が旋回運動を再現した状態の計測ができます」
と、空力技術研究グループの杉浦裕樹主任研
究員は説明します。
磁力支持風洞は強力な磁場により模型を支
持・運動させる必要があるため、試験前にはと
ても慎重な調整が必要です。模型が落下し、設
備を破損しないよう細心の注意が求められま
す。また実際の航空機などを想定したような大
型模型を使った風洞試験となると、強力な磁石
を入れた非常に重い模型が空中に浮かぶこと
になり、安全面で特別な配慮が必要であるとと
もに、非常に強い磁場を形成できる装置が必要
になるため、実用的に実験できる風洞のサイズ

には限界があります。

測定が難しい矢羽根や
再突入カプセル後流も精密に計測

　磁力支持風洞は支持装置よりも細い矢のよ
うな胴体の実験にも適しており、現在、電気通
信大学と共同で矢の空力特性に関する研究を
進めています。これまで矢羽根が大きい矢の方
が安定して飛ぶと考えられていましたが、磁力
支持風洞での実験では矢羽根が小さい矢の方
が安定すること
がわかってきま
した。このメカニ
ズムが解明でき
れば世界初です。
　磁力支持風洞
は非接触の計測
方法との相性がとても良いのも特長の一つで、
PIV※（粒子画像流速計測法）については、既に計
測装置が組み込まれています。支持装置がない
ということは、模型の後方に何もないため、物体
後方の気流はより実際の飛行に近くなり、非接
触計測方法と組み合わせることで、より正確な
後方気流の動きが計測できます。これは後方の
空気の流れによって振動を起こす再突入カプセ
ルのような形状の実験には最適な特性です。杉
浦主任研究員は、再突入カプセルの風洞試験に
ついて「磁力支持風洞の力を発揮できる対象で
すので、現在重点的に試験を行っています」と話
します。
現在JAXAにある磁力支持風洞の最大風速

は秒速45mですが、今後より速い航空機や宇
宙機などの実験に対応した音速前後（遷音速）
の磁力支持風洞を整備する計画です。

アーチェリー矢の実験写真（矢が毎分
1000回転した状態で支持する）

※気体中の粒子にレーザー光を照射し、その反射光を短い間隔
で撮影した画像を比較することで粒子の動きを解析して気流
の流れを可視化できる計測手法。（Flight Path No.5参照）

定定で 模 型 を 空 中 に 固 定 、磁 力 で 模 型 を 空 中 に 固 定
測 定 を 可 能よ り 現 実 に 近 い 測 定 を 可 能測 定 を 可 能 に し た

磁力支持風洞

航空機の標準模型
（AGARD-B模型）の実験写真

空力技術研究グループ
環境負荷低減技術セクション 主任研究員

杉浦裕樹

磁力支持の仕組み

カメラ

カメラ

電磁石

電磁石

電磁石

電磁石

12



[ 3 ]

「空中を自由自在に移動できる
 ヘリコプターの仕組み」
ヘリコプターは、滑走路がない場所での離着陸や空中での静止（ホバリング）、旋回、前後左右への自在な移動が可能な航空機です。そんな特
徴から平地の少ない日本では、災害救助や救急救命、人員輸送、報道、観光などさまざまな場面で利用され、航空機の中でヘリコプターが占め
る割合は世界でもトップクラスです。飛行機が主翼に風を受けることで揚力を得て飛ぶことは知られていますが、ヘリコプターはなぜ自由自
在に飛行できるのでしょうか？

ヘリコプターはどうやって浮いているのか

ヘリコプターはどうやって
自在に移動できるのか

ヘリコプターがグルグル回らないのはなぜか

ヘリコプターのメインローターは一方向
に高速回転しています。もしメインローター
しかなければ、機体はローターとは逆方向に
回転してしまいます。その回転する力（トル
ク）を打ち消す方向への力（アンチトルク）を
発生させる装置が必要で、そのために多くの
ヘリコプターで機体後部にテールローターと
呼ばれる垂直方向のプロペラを搭載していま
す。テールローターが回転することで横向き
に回転する力が生まれ、トルクを打ち消すこ
とができるのです。トルクを打ち消す方法は、

これ以外にも、
ローターと逆回
のローターを上
下に重ねた同
軸反転式や前
後に並べたタ
ンデム式など
があります。

ヘリコプターは上部にメインローターと呼
ばれる回転する翼が取り付けられていること
から「回転翼機」とも呼ばれます。その翼1本1
本はローターブレードとも呼ばれ、揚力が発
生しやすい翼のような形状をしています（右
図）。普通の飛行機が前進することで、主翼に
空気を受け揚力が生まれるように、ヘリコプ

ターもローターブレードが回転することで空
気を受けて揚力が生まれます。揚力と重力が
釣り合うと空中に停止したような「ホバリン
グ」状態になり、ブレードの迎え角（ピッチ角）
を変えること（フェザリング）によって揚力が
増減し、上昇・下降することができます。

　メインローターの根元にあるスワッシュ
プレートを傾けることによって、ローターブ
レードが前方から90度回転した時点で迎え
角を最大に、後方から90度回転した時点で迎
え角を最小にします。これによって、ローター
後方でローターブレードが最も上がり、ロー
ター前方でローターブレードが最も下がり、

メインローターの回転面が前向きに傾きま
す。回転面が傾くことで前方への推力が抵抗
に打ち勝って、ヘリコプターは前進すること
が可能になるのです。
このようにヘリコプターはローターブレード

の角度を変えることによって上下に加え、前後
左右に自在に移動することが可能になります。

メインローターの根
元にあるスワッシュ
プレートで回転面を
傾ける。

　今回はヘリコプターが飛行する基本的な仕組みについて紹介しました。実際にはさらに複雑な
制御によって、ヘリコプターは飛行しています。興味がある方は、ヘリコプターでどのような制御
が行われているのか調べてみてください。

　ローターブレード断面　

迎
（

メインローター 揚力

重力

ローターブレード

メインローター
テールローターによる
アンチトルク

※イラストのロ
の傾きは、実機
りも誇張されて

　前進する場合　 
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――研究されている「自然層流翼設計」とは
どのような技術なのでしょうか。

航空機の燃費を向上させるためには、その航
空機の空力抵抗、特に摩擦抵抗を抑える必要が
あります。機体表面には、境界層と呼ばれる数十
mmにも満たない層状の流れがあります。境界
層中の空気の流れは、翼の前縁付近では滑らか
な層流状態ですが、後縁に向かうにつれ徐々に
乱れ、乱流と呼ばれる摩擦抵抗が増大した状態
に変化します。私は主翼や機首部分で層流の領
域を維持できる形状を作る研究をしています。

――ずっと流体力学・空気力学に関する
研究に携わられてきたのですか。

大学院では流体力学を理論的に研究してい
ました。その後、科学技術振興事業団の特別研
究員（いわゆるポスドク）としてJAXAに来てか
らは、実験を通じて空気力学、特に境界層流れ
の研究をしています。1997年に入社後しばら
くして小型超音速実験機「NEXST-1※」のプロ
ジェクトに加わり、模型による風洞実験や実験
機を飛ばした飛行実験で自然層流翼の計測を
担当しました。機体表面がザラザラだと層流翼
設計の効果を正確に計測できないので、実験前
には汚れのないツルツルな状態にしなければ
なりません。ですからNEXST-1の飛行実験で
は、いつも実験機のそばに張り付いて機体状態
の確認をしていたため、NEXST-1のことは、つ
い“ウチの子”って言ってしまうくらい思い入

れも強くて、2005年に飛行実験が成功したと
きには本当に嬉しかったですね。
現在はこの自然層流設計の技術を、実際のナ

ローボディの旅客機から小型の超音速旅客機
まで拡張できるよう研究しているところです。
また実際に運航される航空機は、常にツルツル
な状態にしておくことはできないので、できる
だけ汚れにくくきれいな状態をキープできる
ようにすることも研究課題です。

――大学院で流体力学を専攻された
きっかけはなんですか。

実は、大学時代は理学部の物理学科で、統計
力学の研究室にいました。大学院で流体力学
の道に進もうと思ったのは、子どもの頃の経験
があったからかもしれません。水を撒くときに
ホースの先から管の形のまま出た水が、ブツブ
ツと切れて玉になるでしょう?　あれが面白
かった。何でそのままの形じゃないのだろうと
思って聞いたら、親が「それは表面張力って言
うのよ、流体力学よ」と教えてくれました。
中学時代から歌舞伎観劇が趣味で、大学の

歌舞伎サークルに入ってからは演じることも
ありました。おかげで学会発表などの場で人前
に立つことも苦ではありませんし、短い時間で
集中するコツも身につけましたね。

――女性としてJAXAは働きやすい環境ですか。女女

女性が働きやすい制度は非常に整っていま

すし、働く環境としては決して悪くありませ
ん。男女共同参画推進室にも参加し、男女を問
わず働く環境をより良いものにしたいと思っ
ています。女性同士のつながりを強くするため
に調布航空宇宙センター在勤の女性研究者の
交流会、いわば「調布女子会」のようなものも開
いていて、そこで出産とか子育てなどの情報交
換をしています。

――将来の夢を教えてください。

　近い将来の夢としては、JAXAの技術力をア
ピールできるような、空気抵抗を低減した燃費
の良い航空機の設計に携わりたいですね。遠い
将来の夢としては、子どもたちに胸を張って言
えるような、何か災害があったときに救助に行
ける、あるいは取り残された人たちをすばやく
救助できるような技術を実現できればいいな
と思っています。

――これから航空分野の研究者を目指す
後輩たちにアドバイスはありますか。

　自分で考える力を身につけることが大切だ
と思います。研究ではなかなか思ったような
データが出ません。その時になぜそうなったの
か原因を推察し、どのように改善すればよい
データを得られるか対策を導けるようになる
ことが大切だと思います。

研究者リレーインタビュー 第3回

第３回は、「自然層流翼設計」を研究している
徳川直子アソシエイト フェローです。

二児の母親として、子育てとのバランスをどのように
取りながら研究を進めているかを聞きました。

JAXA調布航空宇宙センターの展示室にあるNEXST-1を前に。
この機体は、2005年の試験で実際に使用したもの。

機体システム研究グループ
アソシエイト　フェロー

徳川直子
1967年生まれ。1990年3月学習院大学物理学科卒業。1995年3月東京農工
大学大学院博士後期課程修了。東京大学大学院研究生、科学技術振興事業団
科学技術特別研究員（派遣先：航空宇宙技術研究所）を経て、1997年10月航
空宇宙技術研究所入所。2013年から現職。

※超音速機の燃費を改善するための機体形状確認を目的と
した実験機。2002年、2005年にオーストラリアのウーメ
ラ実験場で実験を行い、超音速旅客機コンコルドに比べて
空気抵抗を約13％低減できることを実証した。
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JAXA航空マガジン
FLIGHT PATH No.7
2014年12月発行 

「飛翔」飛行中の主翼の変形量を計測　航空機の翼は、飛行中に空気の力を受け変形します。航空機の設計では、飛行中の変形も考慮されていますが、本当にそのように変形し、想定した性能が出せているのか確認する技術がありませんでした。JAXAでは、実験用航空機「飛翔」を使い飛行中に主翼がどのように変形するかを光学的に計測する手法の確立を目指しています。　この手法では、飛翔の左舷側主翼に配置した26点のターゲットマーカーを2台のカメラで撮影し、画像データを処理することで、各ターゲットマーカーの3次元位置が算出できます。2014年11月、能登半島沖で行った試験では、地上での計測値と飛行試験での計測値の間の変形量は、飛翔の片側主翼7m長に対し、たわみで最大160㎜、ねじれは-1.0度程度という結果を得ました。今後使用量の増加が予想される複合材を主翼に使用した航空機では、飛翔のようなジュラルミンで作られた主翼よりも変形量は大きくなるため、こうした手法はさらに重要となっていきます。

窓から主翼上のターゲットマーカーの位置を撮影

液体ロケット燃料の宇宙空間での二相流挙動を、観測ロケットで確認
　2014年8月4日23時00分、JAXAは内之浦宇宙空間観測所から観測ロケットS-310-43号機を打ち上げました。今回の観測ロケット実験は、観測ロケットを弾道飛行※1させることで生まれる低重力環境を利用し、宇宙空間での慣性飛行※2を模擬した環境での極低温液体ロケット燃料（今回実験で用いたのは液体窒素）の沸騰・流動などの挙動を調べることを目的としています。本実験において航空本部は、観測ロケットに搭載される極低温実験装置の開発を担当しました。本実験装置には、航空本部が早稲田大学、東北大学と連携して開発した二相流センサー（極低温ボイドメーター）※3
が組み込まれています。
　このセンサーは、一般に困難
と言われる二相流状態※4での流
量計測を実現するための新しい
センサーで、基幹ロケット高度化
プロジェクトで打ち上げ能力向
上に貢献したセンサーです。今
回の観測ロケット実験では、宇宙
空間での極低温ボイド率計測に
世界で初めて成功し、その後の
分析の結果、新型基幹ロケット

予冷解析ツール精度検証に足る極低温二相流動データが得られたことを確認できました。今後は、新型基幹ロケットの搭載フライトセンサーや地上インフラ用のセンサーとしての適用も期待されています。
※1：砲弾のように放物線を描く軌道で落下運動すること。
※2：加速度がない状態での飛行。人工衛星は慣性飛行で地球の周りを飛んでいる。※3：配管内の気液体積の割合（ボイド率）を検知するセンサー。※4：異なる相の物質（気体や液体など）が混ざり合って流れる状態。

極低温ボイドメーターの概要

観測ロケットに搭載された極低温実験装置

車の上にクルーガーフラ
ップを

取り付けて効果を確認

　JAXAでは、航空機の燃
費を良くするため、翼の

摩擦抵抗を低減

するための研究を行って
います。

　摩擦抵抗を低減するた
めには、翼表面上の流れ

を層流
※1と呼ば

れる状態に保つ自然層流
設計が有効なことが知ら

れています。し

かし、現在運航されてい
る航空機では離着陸の際

に翼前縁に虫が

付着するため、層流状態に
保つ効果が失われてしま

う懸念がありま

す。これまでの実験で、ク
ルーガーフラップ

※2を翼の前縁部に張り

出すと、虫などの付着防止
に効果があることが確認

されています。

　2014年10月に実施
した実験では、断面形状

の異なるクルー

ガーフラップを左右に並
べて配置した模型を製作

し、自動車の上

部に装着した状態で走行
させました。その結果、ク

ルーガーフラッ

プの断面形状や取り付け
られる主翼との位置関係

によって、虫な

どの付着を防止する効果
に違いがあることが確認

できました。

　この実験成果は、摩擦
抵抗を低減するために翼

前縁を滑らかに

保つ技術の開発へと繋げ
ていきます。

　なお、この実験は、20
13年度に

皆様から頂いた寄付金
によって

実施しています。

※1：翼の表面を、規則
正しく滑らかに

流れる状態を指す。

※2：翼の揚力を得るた
めの前緑フラッ

プ装置で、巡航時には翼
の下面に

収納されており、低速領
域で揚力

が必要となる着陸時に翼
前方に展

開される。

クルーガーフラップの
模型を搭載

した車両。筑波宇宙セン
ター内で予

備走行した。

同軸端子

シールド

極板

ボイドメーター（２個）

極低温ロケット燃料配管

極低温
ボイドメーター（4個）

テスト
セクション（4個）

液体窒素
タンク

蒸発部

バッファ

電磁弁類

実験用ヘリコプ
ターの後流を計

測

　2014年10月
21日から31日に

かけて、大樹航空
宇宙実験

場でヘリコプタ
ーの後流（後方の

空気の流れ）を計
測する試

験をしました。

　ヘリコプター
が飛行すると、そ

の後流により、後
方を飛行

する航空機に影
響を与えること

があり、小型の固
定翼機が墜

落した事例もあ
ります。JAXAで

は、ヘリコプター
の近くを飛

行中の小型固定
翼機の安全な飛

行に向け、ヘリコ
プターの

後流がどのよう
に動き、拡散して

いくのかを解明
する研究を

しています。

　今回は、2台の
ライダー

※と超音波風速計
４台を滑走路周

辺に配置し、JA
XAの実験用ヘリ

コプター（BK11
7C-2）を滑

走路上空でホバ
リングや低速移

動、水平飛行な
どの飛行を

行い、その後流を
計測しました。

※空気中の塵な
どにレーザー光

を照射し、その
散乱光から風速

を測るセ

ンサー。

煙による後流（吹
き下ろし）の可視

化

後流イメージ

ノンプロパルシブベント

データ収録装置

ライダー（写真中
央の白い装置）


	FP7_H1
	FP7_006-007
	FP7_008-009
	FP7_010-011
	FP7_012-013
	FP7_014-015

